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１ 市内の委託予定事業者の選定について 

年度途中における、指定介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメン

ト業務の委託事業者の選定につきましては、受託を希望する指定居宅介護

支援事業者から、「指定介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業

務の受託意向申出書」を提出していただき、地域包括支援センター運営協

議会の議を経て、市が選定することとしております。 

このたび、下記事業者より「指定介護予防支援業務及び介護予防ケアマ

ネジメント業務の受託意向申出書」の提出がありました。 

 

法  人  名  合同会社 大輪 

事 業 所 名  アイビーケアサポートセンター 

事 業 所 住 所  山口市嘉川４８２５番地１ 

事 業 者 番 号  ３５７０３０２４５９ 

介護支援専門員数 ５名（常勤４名、非常勤１名） 

 

受託の意向を示された上記事業者につきましては、委託要件に適合する

事業者であると認められることから、委託予定事業者として選定したいと

考えております。 

 

２ 委託する指定居宅介護支援事業者の要件について 

指定介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業務に従事する職 

員は、都道府県知事が実施する介護予防支援に関する研修を受講する等必

要な知識及び能力を有する介護支援専門員であり、受託する指定介護予防

支援業務の円滑な遂行をすることができる能力のある事業者とします。 

 

３ 委託業務の内容について 

（１）アセスメント（状態の把握） 

（２）介護予防サービス・支援計画原案作成 

（３）サービス担当者会議の開催 

（４）介護予防サービス・支援計画書の説明・交付 

（５）モニタリング（状況の把握） 

（６）評価（介護予防サービスの状況についての評価） 

（７）給付管理（介護予防サービスの利用実績確認） 

（８）日常の連絡調整（利用者及びサービス提供事業者との連絡調整） 

（９）その他介護予防支援について必要な事項 

 

４ 委託件数について 

委託に当たっては、委託先の指定居宅介護支援事業者の業務に支障の無

い範囲で委託することとします。 

 

 

以上のことから、指定介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント

業務の一部を委託する指定居宅介護支援事業者の選定について、山口市地

域包括支援センター運営協議会の承認を求めるものです。 
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５ 参考 

介護保険法（抜粋） 

（指定介護予防支援の事業の基準）  
第１１５条の２３ 

３ 指定介護予防支援事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、指定介

護予防支援の一部を、厚生労働省令で定める者に委託することができる。 

  

（実施の委託）   

第１１５条の４７ 

４ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業（第一号介護予防支援事業に

あっては、居宅要支援被保険者に係るものに限る。）については、当該介護予

防・日常生活支援総合事業を適切に実施することができるものとして厚生労

働省令で定める基準に適合する者に対して、当該介護予防・日常生活支援総

合事業の実施を委託することができる。 

５ 前項の規定により第一号介護予防支援事業の実施の委託を受けた者は、厚

生労働省令で定めるところにより、当該委託を受けた事業の一部を、厚生労

働省令で定める者に委託することができる 

 

介護保険法施行規則（抜粋） 

（法第１１５条の２３第３項の厚生労働省令で定める者）  

第１４０条の３６ 介護保険法第１１５条の２３第３項の厚生労働省令で定め
る者は、指定居宅介護支援事業者とする。  

 

（法第１１５条４７第５項 の厚生労働省令で定める者）  

第百四十条の七十一  法第百十五条の四十七第五項 の厚生労働省令で定める

者は、指定居宅介護支援事業者とする。  

 

 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定によ
り指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次の各号に掲げる事項を遵
守しなければならない。 
一 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため地域包括支援セ

ンター運営協議会の議を経なければならないこと。 
二 委託に当たっては、適切かつ効率的に指定介護予防支援の業務が実施で

きるよう委託する業務の範囲や業務量について配慮すること。 
 
三 委託する指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援の業務に関する

知識及び能力を有する介護支援専門員が従事する指定居宅介護支援事業

者でなければならないこと。 

山口市指定介護予防支援等の事業者の資格並びに事業の人員及び運営並びに

指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準（抜粋） 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%95%53%8f%5c%8c%dc%8f%f0%82%cc%8e%6c%8f%5c%8e%b5%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000011504700000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000011504700000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000011504700000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%95%53%8f%5c%8c%dc%8f%f0%82%cc%8e%6c%8f%5c%8e%b5%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000011504700000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000011504700000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000011504700000005000000000000000000
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四 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業務を実

施する介護支援専門員が、第２条章（基本方針）、この章（運営に関する
基準）及び次章（介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準）
の規定を遵守するよう措置させなければならないこと。 

 

 

 

 

（所掌事務） 
第２条 運営協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 
（１）センターの設置等に関する次に掲げる事項の承認に関すること。 

エ センターが第１号介護予防支援事業及び指定介護予防支援業務の一部

を委託できる指定居宅介護支援事業者の選定 

 
 

 

５ 事業の留意点 

包括的支援事業等の実施に当たっては、地域支援事業実施要綱に基づき、行う

ものとする。 

また、第１号介護予防支援事業（居宅要支援被保険者に係るものに限る。）及

び指定介護予防支援は、制度としては、包括的支援事業とは別のものであるが、

その実施に当たっては、共通の考え方に基づき、一体的に行われるものとする。 

 

地域包括支援センターの設置運営について（抜粋） 

山口市地域包括支援センター運営協議会設置要綱（抜粋） 


